2012年度国際民事訴訟法　期末試験問題
高橋宏司　出題
第一問
日本企業に勤めるA(日本人)は、2012年4月に出張で甲国を訪れた際、甲国内の二都市間を移動するために、航空会社Y(甲国法人)から、その本店において航空券を購入した。その航空券には旅客運送契約約款が添付されており、「この運送約款に基づく運送に関する一切の紛争の管轄権は、甲国の裁判所に専属する」と記載されていた。Aの搭乗した飛行機は着陸に失敗し、Aは死亡した。日本に居住するAの近親者であるX(日本人)は、Yに対して日本で訴えを提起し、Aの死亡により自ら精神的苦痛を被ったとして慰謝料を請求するとともに、旅客運送契約違反の損害賠償債権をAから相続したとして損害賠償を請求した。Yは、日本の裁判所の国際裁判管轄を争い、訴えの全部または一部の却下を求めている。裁判所はどのような判断をすべきか論ぜよ。なお、Yは、日本で都心のビルの一室を所有してそれを支店とし、甲国内外の航空券の販売を行っている。(期末試験総点80点中50点)
第二問
(1) 日本にふだんから居住している甲国人Xは、在日甲国大使館において1年の有期契約で甲国に一般事務職員として雇用されていたが、期間満了時に再雇用されなかった。Xは、本件の再雇用拒否は甲国法上違法であると主張して労働契約上の地位確認を請求するとともに、再雇用拒否によって被った精神的苦痛に対する慰謝料の支払いを請求し、甲国に対して日本で訴えを提起した。各請求について、甲国は日本の裁判権からの免除を主張している。甲国の主張は認められるか。(期末試験総点80点中15点)
(2) 日本人Yは、在日乙国大使館が日本で行う乙国の観光推進事業のために現地職員として無期限契約で乙国に雇用されていた。しかし、乙国の財政が著しく悪化したため観光推進事業は打ち切られ、Yは解雇の通知を受けた。Yは、解雇の効力を争い、労働契約上の地位確認を請求するとともに、職員寮の退去を強いられたために被った家賃相当の損害賠償を請求し、これらと併せて、解雇通知までに未払いとなっていた賃金の支払いを請求し、乙国に対して日本で訴えを提起した。各請求について、乙国は日本の裁判権からの免除を主張している。乙国の主張は認められるか。(期末試験総点80点中15点)
